社内様式3
〔育児休業・育児のための所定外労働免除・
育児のための時間外労働制限・育児のための深夜業制限・
育児短時間勤務〕対象児出生届
人事部長　　　　　　　　　　殿
［申出日］令和　　年　　月　　日
［申出者］　　　　部　　　　課
氏　名
私は、令和　　年　　月　　日に行った〔育児休業の申出・所定外労働免除の申出・時間外労働制限の申出・深夜業制限の申出・育児短時間勤務の申出〕において出生していなかった〔育児休業・所定外労働免除・時間外労働制限・深夜業制限・育児短時間勤務〕に係る子が出生しましたので、（育児・介護休業等に関する規則（第3条、第12条、第13条、第14条及び第15条）に基づき、下記のとおり届け出ます。
記
1 出生した子の氏名 
2　出生の年月日

社内様式4
〔育児・介護〕休業申出撤回届
人事部長　　　　　　　　　　殿
［申出日］令和　　年　　月　　日
［申出者］　　　　部　　　　課
氏　名
私は、育児・介護休業等に関する規則（第4条及び第8条）に基づき、令和　　年　　月　　日に行った〔育児・介護〕休業の申出を撤回します。 
社内様式 5
〔育児・介護〕休業期間変更申出書
人事部長　　　　　　　　　　殿
［申出日］令和　　年　　月　　日
［申出者］　　　　部　　　　課
氏　名
私は、育児・介護休業等に関する規則（第5条及び第9条）に基づき、令和　　年　　月　　日に行った〔育児・介護〕休業の申出における休業期間を下記のとおり変更します。
記




（注）1歳以降に開始する育児休業及び介護休業に関しては休業開始予定日の変更はできません。 
社内様式6
介護休業申出書
人事部長　　　　　　　　　　殿
［申出日］令和　　年　　月　　日
［申出者］　　　　部　　　　課
氏　名
私は、育児・介護休業等に関する規則（第7条）に基づき、下記のとおり介護休業の申出をします。
記






（注）期間契約従業員が「育児・介護休業等に関する規則」第7条第1項なお書きの申出をする場合は、2のみの記入で足ります。 
社内様式 7
育児のための所定外労働免除申出書
人事部長　　　　　　　　　　殿
［申出日］令和　　年　　月　　日
［申出者］　　　　部　　　　課
氏　名
私は、育児・介護休業等に関する規則（第12条）に基づき、下記のとおり育児のための所定外労働の免除の申出をします。
記







社内様式 8
〔育児・介護〕のための時間外労働制限申出書
人事部長　　　　　　　　　　殿
［申出日］令和　　年　　月　　日
［申出者］　　　　部　　　　課
氏　名
私は、育児・介護休業等に関する規則（第13条）に基づき、下記のとおり〔育児・介護〕のための時間外労働の制限の申出をします。
記
育　児　　　　　　　介　護








（注）1‐（5）は、介護のための時間外労働の制限の申出に係る家族が祖父母、兄弟姉妹、孫である場合に記入してください。
社内様式 9
〔育児・介護〕のための深夜業制限申出書
人事部長　　　　　　　　　　殿
［申出日］令和　　年　　月　　日
［申出者］　　　　部　　　　課
氏　名
私は、育児・介護休業等に関する規則（第14条）に基づき、下記のとおり〔育児・介護〕のための深夜業の制限の申出をします。
　
記
育　児　　　　　　　介　護



（注）1‐（5）は、介護のための深夜業の制限の申出に係る家族が祖父母、兄弟姉妹、孫である場合に記入してください。
社内様式 10
〔子の看護休暇・介護休暇〕申出書
人事部長　　　　　　　　　　殿
［申出日］令和　　年　　月　　日
［申出者］　　　　部　　　　課
氏　名
私は、育児・介護休業等に関する規則（第10条及び第11条）に基づき、下記のとおり〔子の看護休暇・介護休暇〕の申出をします。
記
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　子の看護休暇　　　　介護休暇







（注１）当日、電話などで申し出た場合は、出勤後すみやかに提出してください。
3については、複数の日を一括して申し出る場合には、申し出る日すべて記入してください。 
（注２）子の看護休暇の場合、取得できる日数は、小学校就学前の子が１人の場合は年５日、２人以上の場合は年１０日となります。
　　　　介護休暇の場合、取得できる日数は、対象となる家族が１人の場合は年５日、２人以上の場合は年１０日となります。
（注３）１-（4）は、介護休暇に係る家族が祖父母、兄弟姉妹、孫である場合に記入してください。
社内様式11
育児短時間勤務申出書
人事部長　　　　　　　　　　殿
［申出日］令和　　年　　月　　日
［申出者］　　　　部　　　　課
氏　名
私は、育児・介護休業等に関する規則（第15条）に基づき、下記のとおり育児短時間勤務の申出をします。
記




（注）3‐※欄は、労働者が個々に労働する時間を申し出ることを認める制度である場合には必要となります。
社内様式12
介護短時間勤務申出書
人事部長　　　　　　　　　　殿
［申出日］令和　　年　　月　　日
［申出者］　　　　部　　　　課
氏　名
私は、育児・介護休業等に関する規則（第16条）に基づき、下記のとおり介護短時間勤務の申出をします。
記







（注）2‐※欄は、労働者が個々に勤務しない日又は時間を申し出ることを認める制度である場合には必要となります。
社内様式13
〔育児・介護〕短時間勤務取扱通知書
　　　　　　　　　　　　　　殿
令和　　年　　月　　日
株式会社　人事部長
あなたから令和　　年　　月　　日に〔育児・介護〕短時間勤務の申出がありました。育児・介護休業等に関する規則（第15条及び第16条）に基づき、その取扱いを下記のとおり通知します（ただし、期間の変更の申出があった場合には下記の事項の若干の変更があり得ます。）。
記




Ⅲ　育児・介護休業等に関する労使協定の例
◯◯株式会社と□□労働組合は、◯◯株式会社における育児・介護休業等に関し、次のとおり協定する。
（育児休業の申出を拒むことができる従業員）
第1条　事業所長は、次の従業員から1歳に満たない子を養育するための育児休業の申出があったときは、その申出を拒むことができるものとする。
一　入社1年未満の従業員
二　申出の日から1年以内に雇用関係が終了することが明らかな従業員
三　1週間の所定労働日数が2日以下の従業員
（介護休業の申出を拒むことができる従業員）
第2条　事業所長は、次の従業員から介護休業の申出があったときは、その申出を拒むことができるものとする。
一　入社1年未満の従業員
二　申出の日から93日以内に雇用関係が終了することが明らかな従業員
三　1週間の所定労働日数が2日以下の従業員
（子の看護休暇の申出を拒むことができる従業員）
第3条　事業所長は、次の従業員から子の看護休暇の申出があったときは、その申出を拒むことができるものとする。
一　入社6か月未満の従業員
二　1週間の所定労働日数が2日以下の従業員
（介護休暇の申出を拒むことができる従業員）
第4条　事業所長は、次の従業員から介護休暇の申出があったときは、その申出を拒むことができるものとする。
一　入社6か月未満の従業員
二　1週間の所定労働日数が2日以下の従業員
（所定外労働の免除の申出を拒むことができる従業員）
第5条　事業所長は、次の従業員から所定外労働の免除の申出があったときは、その申出を拒むことができるものとする。
一　入社１年未満の従業員
二　１週間の所定労働日数が２日以下の従業員
（育児短時間勤務の申出を拒むことができる従業員）
第6条　事業所長は、次の従業員から育児短時間勤務の申出があったときは、その申出を拒むことができるものとする。
一　入社１年未満の従業員
二　週の所定労働日数が２日以下の従業員
（従業員への通知）
第7条　事業所長は、第1条から第6条までのいずれかの規定により従業員の申出を拒むときは、その旨を従業員に通知するものとする。
（有効期間）
第8条　本協定の有効期間は、令和◯年◯月◯日から令和◯年◯月◯日までとする。ただし、有効期間満了の1か月前までに、会社、組合いずれからも申出がないときには、更に1年間有効期間を延長するものとし、以降も同様とする。
令和◯年◯月◯日
◯◯株式会社　　　　　代表取締役　 ◯◯◯◯　　　　印
□□労働組合　　　　　執行委員長　 ◯◯◯◯　　　　印
[解説]
1 事務所の労働者の過半数で組織する労働組合のない事務所にあっては、従業員代表と協定してください。
2 このほか、育児短時間勤務の申出を拒むことができる従業員について、一定の範囲で規定することができます。
1　当初の申出における休業期間





令和　　年　　月　　日から





令和　　年　　月　　日まで





休業開始予定日の指定


・　有　→　指定後の休業開始予定日


令和　　年　　月　　日


・　無








2　当初の申出に対する会社の対応





3　変更の内容





（1）休業〔開始・終了〕予定日の変更 


（2）変更後の休業〔開始・終了〕予定日





令和　　年　　月　　日





4　変更の理由


（休業開始予定日の変更の場合のみ）





　





1　休業に係る家族の状況











（1）氏名





（2）本人との続柄











（3）家族が祖父母、兄弟姉妹、孫である場合、同居、扶養の状況





同居し扶養を


している・していない





（4）介護を必要とする理由











2　休業の期間





令和　　年　　月　　日から　　年　　月　　日まで


（職場復帰予定日　令和　　年　　月　　　日）








ない・ある→再度申出の理由


〔　　　　　　　　　　　　　　　〕





3　申出に係る状況





（4）1の家族についてのこれまでの介護休業及び介護短時間勤務の日数





ない・ある→令和　年　月　日から


　年　月　日まで


再度休業の理由


〔　　　　　　　　　　　　　　　〕





いる・いない→申出が遅れた理由


〔　　　　　　　　　　　　　　　〕





（1）休業開始予定日の2週間前に申し出て





（2）1の家族の同一の要介護状態について介護休業をしたことが





（3）1の家族の同一の要介護状態について介護休業の申出を撤回したことが











日











1　申出に係る家族の状況





（1）氏名





（2）生年月日





（3）本人との続柄

















（4）養子の場合の縁組成立年月日











（1）氏名


（2）出産予定日


（3）本人との続柄





2　1の子が生まれていない場合の出産予定者の状況





3　免除の期間








4　申出に係る状況





令和　　年　　月　　日から　　年　　月　　日まで





免除開始予定日の1か月前に申出をして


いる・いない→申出が遅れた理由 


〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕




















1　申出に係る家族の状況





（1）氏名





同居し扶養をして


[いる・いない]





（2）生年月日





（3）本人との続柄





（4）養子の場合の縁組成立年月日











（5）同居、扶養の状況

















（6）介護を必要とする理由












































令和　　年　　月　　日から　　年　　月　　日まで





3　制限の期間








2　育児の場合、1の子が生まれていない場合の出産予定者の状況





（1）氏名


（2）出産予定日


（3）本人との続柄





制限開始予定日の1か月前に申出をして


いる・いない→申出が遅れた理由 


〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕








4　申出に係る状況











同居し扶養をして


[いる・いない]

































































（6）介護を必要とする理由








（5）同居、扶養の状況





（4）養子の場合の縁組成立年月日





（3）本人との続柄





（2）生年月日





（1）氏名


（2）出産予定日


（3）本人との続柄





2　育児の場合、1の子が生まれていない場合の出産予定者の状況





（1）氏名





1　申出に係る家族の状況





令和　　年　　月　　日から　　年　　月　　日まで





3　制限の期間








4　申出に係る状況





（1）制限開始予定日の1か月前に申出をして


いる・いない→申出が遅れた理由 


〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕


（2）常態として1の子を保育できる又は1の家族を介護できる16歳以上の同居の親族が


いる・いない

















1　申出に係る家族の状況





（1）氏名

















（2）生年月日











（3）本人との続柄











同居し扶養をして


〔いる・いない〕











（4）同居・扶養の状況











2　申出理由





令和　　年　　月　　日





3　申出する日





取得済日数　　　　　日


今回申出日数　　　　日


残日数　　　　　　　日





4　備　　考





（1）氏名


（2）出産予定日


（3）本人との続柄





令和　　年　　月　　日











令和　　年　　月　　日














（4）養子の場合、縁組成立年月日





（3）本人との続柄





（2）生年月日





（1）氏名





2　1の子が生まれていない場合の出産予定者の状況





1　短時間勤務に係る子の状況





令和　　年　　月　　日から　　年　　月　　日まで





3　短時間勤務の期間





※　　時　　分から　　時　　分まで





ある・ない→再度申出の理由


〔　　　　　　　　　　　　　　　〕





いる・いない→申出が遅れた理由


〔　　　　　　　　　　　　　　　〕





（2）1の子について短時間勤務の申出を撤回したことが





（1）短時間勤務開始予定日の1か月前に申し出て





4　申出に係る状況





1　短時間勤務に係る家族の状況











（1）氏名











（2）本人との続柄





同居し扶養を


している・していない





（3）家族が祖父母、兄弟姉妹、孫である場合、同居、扶養の状況





（4）介護を必要とする理由














2　短時間勤務の期間





（4）1の家族についてのこれまでの介護休業及び介護短時間勤務の日数





（1）短時間勤務開始予定日の2週間前に申し出て





いる・いない→申出が遅れた理由


〔　　　　　　　　　　　　　　　〕





（3）1の家族の同一の要介護状態について介護短時間勤務の申出を撤回したことが











日








ない・ある





（2）1の家族の同一の要介護状態について介護短時間勤務をしたことが





ない・ある→再度申出の理由


〔　　　　　　　　　　　　　　　〕





令和　　年　　月　　日から　　年　　月　　日まで





※　　時　　分から　　時　　分まで


□毎日　　　□その他［　　　　　　　　　　　　　　　　　］





3　申出に係る状況





1　短時間勤務の期間等





・適正な申出がされていましたので申出どおり令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　日まで短時間勤務をしてください。


・申し出た期日が遅かったので短時間勤務を開始する日を令和　　年　　月　　日にしてください。


・あなたは以下の理由により対象者でないので短時間勤務をすることはできません。








・（介護短時間勤務の場合のみ）申出に係る対象家族について介護短時間勤務又は介護休業ができる日数はのべ93日です。今回の措置により、介護短時間勤務又は介護休業ができる日数は残り（　　）日になります。





2　短時間勤務期間の取扱い等





（1）短時間勤務中の勤務時間は次のとおりとなります。


始業（　　時　　分）　　　終業（　　時　　分）


休憩時間（　　時　　分～　　時　　分（　　分））


（2）（産後1年以内の女性従業員の場合）上記の他、育児時間1日2回30分の請求ができます。


（3）短時間勤務中は原則として所定時間外労働は行わせません。


（4）短時間勤務中の賃金は次のとおりとなります。 


1　基本賃金


2　諸手当の額又は計算方法


（5）賞与及び退職金の算定に当たっては、短時間勤務期間中も通常勤務をしたものとみなして計算します。





3　その他





お子さんを養育しなくなる、家族を介護しなくなる等あなたの勤務に重大な変更をもたらす事由が発生したときは、なるべくその日に人事部労務課あて電話連絡をしてください。この場合の通常勤務の開始日については、事由発生後2週間以内の日を会社と話し合って決定していただきます。








